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１　国内経済の見通し
　国内景気の現状と先行きについて、政府と日

銀の判断は次のとおりである。

（1）内閣府「月例経済報告」（2020.12.22）

（2）2021年度の経済見通しと経済財政運営
の基本的態度（2020.12.18閣議了解）

【2021年度の経済見通し】

　「総合経済対策」（2020.12.8閣議決定、財

政支出40.0兆円程度、事業規模73.6兆円程度）

【基調判断（12月）】

　景気は、新型コロナウイルス感染症の影響

により、依然として厳しい状況にあるが、持ち

直しの動きがみられる。

・個人消費　　一部に足踏みもみられるが、

総じてみれば持ち直している。

・設備投資　　このところ減少している。

・住宅建設　　弱含んでいる。

・公共投資　　堅調に推移している。

・輸　　出　　増加している。

・生　　産　　持ち直している。

・企業収益　　感染症の影響により、大幅な減

少が続いているものの、総じ

てその幅には縮小がみられる。

・雇用情勢　　感染症の影響により、弱い動き

となっているなかで、雇用者

数等の動きに底堅さもみられ

る。

・消費者物価　横ばいとなっている。

　先行きについては、感染拡大の防止策を講

じるなかで、各種政策の効果や海外経済の改

善もあって、持ち直しの動きが続くことが期

待される。ただし、感染症拡大による社会経

済活動への影響が内外経済を下振れさせるリ

スクに十分注意する必要がある。また、金融資

本市場の変動等の影響を注視する必要がある。

■昨年の国内景気
　四半期別の実質ＧＤＰ成長率（季節調整系列、前期比年率換算）の推移は、新型コロナウイルス
感染症の影響により、次のとおり波の大きいものとなった。
　〔１～３月期〕▲2.1％  ⇒  〔４～６月期〕▲29.2％  ⇒  〔７～９月期〕22.9％
　10～12月期は新型コロナウイルスの第３波にともなう経済活動の減速が見込まれ、2020年
の実質ＧＤＰ成長率は▲5.5％程度となろう。
■昨年の県内景気
　国内景気と同様、新型コロナウイルス感染症が大きく影響し、個人消費、生産活動とも落ち
込み、雇用環境も改善の動きが弱まっている。
　2020年の県内景気は、国内景気並みに悪化したとみられる。
■新年の景気
　新年は、ワクチンの普及、海外経済の回復、政府の総合経済対策などによって徐々に国内景気は
持ち直す。県内景気も、生産活動や個人消費が緩やかに持ち直し、昨年を上回るとみられる。
　本稿では県内の主要な業界団体からご協力いただいたアンケート結果（後掲）も踏まえて、新年
の景気見通しをとりまとめた。

新年（2021年）景気見通し
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を円滑かつ着実に実施すること等により、2021

年度の実質ＧＤＰ成長率は4.0％程度、名目

ＧＤＰ成長率は4.4％程度と見込まれ、年度中

には経済の水準がコロナ前の水準に回帰するこ

とが見込まれる。

　ただし、引き続き、感染症が内外経済を下振

れさせるリスクに十分注意するとともに、金融

資本市場の変動等の影響を注視する必要がある。

●主要経済指標（対前年度比増減率）

（3）日銀「全国企業短期経済観測調査」（短観）
 （2020.12.14）
　全国の中小企業（4,949社。うち製造業1,914

社、非製造業3,035社。回答率99.7％）の業況

判断指数（「良い」－「悪い」・％ポイント）は、

次のとおりである。

　12月調査の業況判断指数（ＤＩ）は、製造業

で▲27、非製造業で▲12、全産業で▲18となり、

２期連続で改善となったもののマイナス圏を抜

け出せていない。ＤＩがプラスとなったのは、

「通信」（22）、「建設」（９）、「電気・ガ

ス」（７）の３業種にとどまった。一方、ＤＩ

のマイナスが大きい業種として、「繊維」（▲

56）、「生産用機械」（▲45）、「対個人サー

ビス」（▲43）、「宿泊・飲食サービス」（▲

41）がある。

　先行き（本年３月）は、非製造業の悪化（▲

12→▲20）が影響し、全産業では12月から５ポ

イント低下の▲23とやや悪化する予測である。

（4）日銀「経済・物価情勢の展望」（2020.10.29）
ａ　わが国の経済の現状

　わが国の景気は、内外における新型コロナウ

イルス感染症の影響から引き続き厳しい状況に

あるが、経済活動が再開するもとで、持ち直し

ている。

ｂ　経済の中心的な見通し

　政策委員の「大勢見通し」（2020～2022年度）

における実質ＧＤＰの見通しは、次のとおりで

ある。

　先行きのわが国経済は、経済活動が再開し、

新型コロナウイルス感染症の影響が徐々に和ら

いでいくもとで、緩和的な金融環境や政府の経

済対策の効果にも支えられて、改善基調を辿る

とみられる。

ｃ　経済のリスク要因

　上記の見通しに対するリスク要因としては、

次の３点がある。

　第１に、新型コロナウイルス感染症による内

外経済への影響である。感染症の帰趨や、それ

が内外経済に与える影響の大きさについては、

きわめて不確実性が大きい。

　第２に、企業や家計の中長期的な成長期待で

2019年度
実績

（％）

2020年度
実績見込み
（％程度）

2021年度
見通し

（％程度）

実質ＧＤＰ ▲0.3 ▲5.2 4.0

内需寄与度 ▲0.1 ▲4.0 3.3

外需寄与度 ▲0.2 ▲1.2 0.7

名目ＧＤＰ 　0.5 ▲4.2 4.4

中小企業
2020年9月調査 2020年12月調査

最近 12月予測 最近 3月予測

製造業 ▲44 ▲38 ▲27 ▲26

非製造業 ▲22 ▲27 ▲12 ▲20

全産業 ▲31 ▲31 ▲18 ▲23

（注）「最近」は回答時点を示す（以下同じ）

（対前年度比、％＜＞内は中央値）

年度 実質ＧＤＰ

2020年度 ▲5.6 ～ ▲5.3  ＜▲5.5＞

2021年度 ＋3.0 ～ ＋3.8  ＜＋3.6＞

2022年度 ＋1.5 ～ ＋1.8  ＜＋1.6＞



2021.126

ある。感染症による経済への大きな下押しとい

うショックによって、企業や家計の中長期的な

成長期待が低下する場合には、感染症の影響の

収束後も企業や家計の支出意欲が高まりにくく

なるリスクがある。

　第３に、金融システムの状況である。感染症

の影響は金融面にも及んでいるが、日本銀行や

政府は、企業等の資金繰り支援と金融市場の安

定維持のために、積極的な対応を講じている。

（中略）ただし、感染症の影響が想定以上に大

きくなった場合には、実体経済の悪化が金融シ

ステムの安定性に影響を及ぼし、それが実体経

済へのさらなる下押し圧力として作用するリス

クがある。現時点で、こうしたリスクは大きく

ないと判断しているが、先行きの動向を注視し

ていく必要がある。

２　世界経済の見通し
（1）内閣府「月例経済報告」（2020.12.22）
　世界の景気は、新型コロナウイルス感染症の

世界的大流行の影響により、依然として厳しい

状況にあるが、持ち直しの動きがみられる。

　先行きについては、持ち直しの動きが続くこ

とが期待される。ただし、感染症の再拡大が経

済活動に与える影響によっては、景気が下振れ

するリスクがある。また、金融資本市場の変動

等の影響を注視する必要がある。

　アメリカでは、景気は依然として厳しい状況

にあるが、持ち直している。先行きについては、

持ち直しが続くことが期待される。ただし、感

染症の再拡大が経済活動に与える影響によって

は、景気が下振れするリスクがある。また、金

融資本市場の変動等の影響を注視する必要があ

る。

　アジア地域については、中国では、景気は持

ち直している。先行きについては、持ち直しが

続くことが期待される。ただし、国内外の感染

症の動向や金融資本市場の変動等の影響を注視

する必要がある。

　ユーロ圏では、景気は依然として厳しい状況

にあるなかで、感染症の再拡大の影響により、

経済活動が抑制されており、景気は弱い動きと

なっている。先行きについては、当面、感染症

の影響が続くと見込まれる。また、英国のＥＵ

離脱問題の動向や金融資本市場の変動等の影響

を注視する必要がある。

（2）ＩＭＦ（国際通貨基金）の世界経済見通し
 （2020.10）
ａ　短期見通し

　世界全体・主要国・地域の実質ＧＤＰ成長率

予測は、次のとおりである。

　世界経済の2020年の成長率は▲4.4％になる

と予想される。2020年６月の「世界経済見通し

（ＷＥＯ）改訂見通し」で示された予想ほど深

刻な収縮ではない。この修正は主に、第２四半

期のＧＤＰが予想を上回る結果になったこと

（単位：％）

2019年
2020年
（予測）

2021年
（予測）

世　界 2.8 ▲4.4 5.2

先進国 1.7 ▲5.8 3.9

日本 0.7 ▲5.3 2.3

米国 2.2 ▲4.3 3.1

ユーロ圏 1.3 ▲8.3 5.2

ドイツ 0.6 ▲6.0 4.2

新興・途上国 3.7 ▲3.3 6.0

中国 6.1 　1.9 8.2
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と、第３四半期により力強い回復の指標が見ら

れる点を反映している。

　世界経済は2021年には5.2％の成長が見込ま

れる。2020年の景気後退が予想より緩やかにな

りそうなこと、そして社会的距離の確保が続く

と予想されることを反映し、2020年６月のＷＥＯ

改訂見通しより若干低くなっている。

ｂ　リスク

　成長が予想よりも低くなるリスクも依然とし

て大きい。ウイルスの勢いが再び強まる、治療

法やワクチンの開発に予想より時間がかかる、

あるいは治療法やワクチンへのアクセスに国に

よって格差が生じるといった事態になれば、社

会的距離の確保が改めて徹底され、ロックダウ

ンが厳格になるなど、経済活動が予想よりも低

迷する可能性がある。景気の落ち込みの大きさ、

一部の国において緊急支援措置が打ち切られる

可能性を考慮すれば、企業倒産が増えて失業や

所得減少が一段と深刻化するリスクもある。金

融市場のセンチメントの悪化によって、弱い立

場の国々への新規融資が突然停止する（あるい

は既存債務の借り換えができなくなる）ことも

考えられる。また、外需の低迷が国境を超えて

波及効果をもたらすことで、各国がそれぞれ抱

えるショックの影響が増大する可能性もある。

３　県内経済の見通し
（1）日銀秋田支店　秋田県内「全国企業短期
経済観測調査」（2020.12.14）
　県内148社（うち製造業52社、非製造業96

社）の業況判断指数（「良い」－「悪い」・％

ポイント）は、次のとおりである。

　12月調査の業況判断指数（ＤＩ）は、製造業

で▲10、非製造業で▲14、全産業で▲12となり、

全国の中小企業と同様、２期連続で改善となっ

たもののマイナス圏を抜け出せないでいる。

ＤＩがプラスとなったのは「建設」（18）およ

び「電気機械」（10）の２業種、ゼロも「木材・

木製品」および「鉄鋼・金属」の２業種に過ぎ

ない。一方、ＤＩのマイナスが大きい業種とし

て、「食料品」（▲43）、「対個人サービス」（▲

43）、「対事業所サービス」（▲33）、「宿泊・

飲食サービス」（▲30）がある。

　先行き（本年３月）は、製造業（▲16）、非

製造業（▲23）、全産業（▲21）がすべて12月

よりも悪化する予測であり、新型コロナウイル

ス感染症の拡大の影響が強く懸念されている。

ＤＩの悪化幅が大きい業種は、「鉄鋼・金属」

（悪化幅40）、「運輸・郵便」（同28）、「建

設」（同18）などである。

　昨年12月時点の雇用人員判断指数（「過剰」

－「不足」）は、全産業では９月時点から10ポ

イント悪化の▲22となった。先行きは、全産業

では１ポイント悪化の▲23となり、人手不足の

状況が続くとの予測である。

（2）県内主要業界団体アンケート結果
ａ　「2020年の業界の業況」および「2021年の

業界の業況見通し」

　15団体から回答していただいた業況および

業況見通しは、次のとおりである。（詳細は後

掲「県内業界団体に聞く新年景気見通し」参照）

2020年9月調査 2020年12月調査

最近 12月予測 最近 3月予測

製造業 ▲38 ▲21 ▲10 ▲16

非製造業 ▲28 ▲33 ▲14 ▲23

全産業 ▲32 ▲29 ▲12 ▲21
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　2020年の業況は、「不況」が６業界と最も多

く、「やや不況」の４業界と合わせ不況であっ

た業界が10業界に達した。新型コロナウイル

ス感染症の拡大による経済活動への打撃が極め

て深刻であったことを示している。

　2021年の業況見通しは、「変わらない」が６

業界と最も多くなった。しかし、このうち４業

界は前年を「やや不況」・「不況」と判断して

いるため、2021年も同様とみていることにな

る。さらに、「やや悪化」の２業界および「悪

化」の３業界を合わせると、実に９業界が2021

年も非常に厳しい業況が続くとみている。新型

コロナウイルス感染症の収束時期が不透明なな

かで、多くの業界が強い危機感や不安を持って

いることが分かる。

ｂ　2021年の県内景気見通し

　自業界の業況見通しとは別に、「2021年の県

内景気見通し」についても回答していただいた

が、その結果は次のとおりである。（カッコ内

は昨年の回答結果）

　「変わらない」が昨年より４業界減となった

ものの、８業界と多数を占めた。しかし、この

８業界も、2020年の業況を考えると、2021年も

厳しい状況が続くとみていることになる。さら

に、「やや悪化」は昨年と同数、「悪化」は２

業界増となり、全体としては非常に厳しい見通

しである。

ｃ　国内外および県内経済・社会における重大

関心事

　自由記述でお聞きした重大関心事のうち、回

答数が上位の事項は、次のとおりである。

【参考】昨年の重大関心事

　昨年とは様変わりし、経済活動や日常生活に

甚大な影響を与えている新型コロナウイルス感

染症に関する事項が、上位５項目のうち３項目

を占めた。また、米大統領の交代について、米

中貿易摩擦の行方を含め、約半数の業界から関

心が寄せられた。さらに、明るい材料である東

京オリンピック・パラリンピックに期待する業

界も多い。

　他の重大関心事として多かったのは、「人材

不足への対応、人材確保・育成」（３業界）、

2020年の業況 2021年の業況見通し

好　　　 況 ０業界 好　　 転 ０業界

や や 好 況 １業界 や や 好 転 ４業界

変わらない ３業界 変わらない ６業界

や や 不 況 ４業界 や や 悪 化 ２業界

不　　　 況 ６業界 悪　　 化 ３業界

（注）「2020年の業況」は複数選択の１業界を除く

好 　 転 ０業界（０業界）

や や 好 転 ２業界（０業界）

変 わ ら な い ８業界（12業界）

や や 悪 化 ３業界（３業界）

悪 　 化 ２業界（０業界）

・新型コロナの収束時期 （８業界）

・米大統領交代の影響 （７業界）

・東京オリンピック・パラリンピック

 （５業界）

・新型コロナへの対応、対策 （５業界）

・新型コロナ収束後の景気等 （４業界）

・働き方改革 （８業界）

・労働力の確保（人手不足） （７業界）

・米中貿易摩擦 （６業界）

・東京オリンピック・パラリンピック

 （６業界）

・技術革新・先端技術 （５業界）
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「人口減少対策の推進」（３業界）である。

　このほか、自業界独自のものを含めて、数多

くの重大関心事があげられているが、詳細は後

掲「県内業界団体に聞く新年景気見通し」を参

照いただきたい。

（3）当研究所の見通し
ａ　国内景気の見通し

　2021年は、新型コロナウイルス感染症による

生産や消費への影響が、ワクチンの普及、海外

経済の回復、政府の総合経済対策などによって

徐々に和らぎ、国内景気は持ち直す。また、一

大イベントとして、延期された東京オリンピッ

ク・パラリンピックの開催があり、一定の経済

効果が期待できる。

　しかし、雇用所得環境の回復テンポは緩やか

であり、個人消費は力強さに欠ける展開となる。

さらに、企業収益も挽回に時間がかかり、設備

投資は伸び悩む。

　以上から、2021年の景気は、昨年の大幅マイ

ナスを取り戻すまでには至らない。2021年度の

実質ＧＤＰ成長率は、大手シンクタンクを中心

に3.5％程度の見通しが大勢となっている。

ｂ　県内景気の見通し

　県内景気も、国内景気と同様、緩やかに持ち

直す。

　リーディング産業である電子部品・デバイス

業界は、自動車の電動化・機能向上、５Ｇ関連

需要の拡大などにより生産が回復する。他の製

造業界においても、国内景気の持ち直しや海外

経済の回復により、生産は改善に向かう。また、

昨年において需要の落込みが大きかったサービ

ス業は、個人・法人向けとも需要が緩やかに回

復する。

　個人消費は、持ち直しの動きが続く。民間設

備投資は、新型コロナウイルス感染症の収束時

期が見えないなか、抑制される。

　特に、サービス業は県内総生産の75％前後

を占めるほか、就業者の３分の２が従事してい

ることから、その回復度合いが県内景気に大き

く影響する。

４　さいごに
　現在の県政運営の指針である「第３期ふるさ

と秋田元気創造プラン」は、2021年度が４年の

計画期間の最終年度にあたり、総仕上げに入る。

創造をめざす元気は、次の４つである。

　このプランにある数多くの施策のうち産業

振興に関するものは、コロナ禍によって今年度

は大幅な未達成となるものが少なくないと思わ

れるが、2021年度での挽回を期待したい。

　また、昨年９月25日に上記プランを補完す

るものとして「ウィズ・アフターコロナ秋田ビ

ジョン」が公表され、コロナ禍の中でも本県の

持続的な発展と人口減少の抑制につなげていく

施策が展開されている。

　これらのプラン・ビジョンが成果を積み重

ね、所期の目標をできるだけ達成し、今年も本

県が前進していきたいものである。

 （相原　学）

元気Ａ　人口減少の抑制と地域を守るシス

テムの構築

元気Ｂ　県内産業の「稼ぐ力」の向上と質の

高い雇用の創出

元気Ｃ　交流人口の拡大と交通基盤の充実

元気Ｄ　健康で安心な生活の実現と未来を

支える人づくり


